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○一般会計　　　　　　　　　　　○特別会計（18会計）
　歳入　1,113億1,059万円　　　　　歳入　312億9,469万５千円
　歳出　1,072億9,504万３千円　　　歳出　306億8,354万２千円
【主要な施策の成果】（一般会計決算額から抜粋）
①仕事づくり　集落法人等の農作業省力化技術導入支援 1,045万円
　　　　　　　東広島イノベーションラボ　ミライノ＋の活用促進
 284万円
②暮らしづくり　八本松駅前土地区画整理の推進 1億4,243万円
　　　　　　　　空き家の利活用の推進 872万円
③人づくり　※ICTを活用した図書館サービスの提供 3,227万円
　　　　　　学校給食費管理システム導入 2,426万円
　　　　　　コミュニティスクール等の推進 1,669万円
④活力づくり　未来の自動走行・※MaaS等の先行実現に向けた取組み
 2,000万円
　　　　　　　※AI等の新技術を用いた業務のデジタル化 1,198万円
⑤安心づくり　出産前後の支援サービスの充実 6,641万円
　　　　　　　※地域共生プラットフォームの構築（モデル事業）
 798万円

一般会計決算全体から関連決算額を抽出
【新型コロナウイルス感染症への対応】 220億3,379万円
・特別定額給付金事業 189億1,301万円
・小中学校※GIGAスクールの環境整備 6,570万円
・ドライブスルー方式による検体採取所 2,619万円
【平成30年７月豪雨災害からの復旧・復興】 60億8,067万円
・道路・河川の災害復旧工事 30億3,024万円
・地域支え合いセンターによる被災者支援 1,302万円
・ハザードマップの改訂 1,049万円

令和３年第３回定例会　議案の概要（10月４日議決分）

　

市
の
令
和
2
年
度
決
算（
一
般
会
計
、各
特
別
会
計
）を
認
定
し
ま
し
た
。
審
査
を
通
じ
て
、

市
民
の
皆
様
か
ら
い
た
だ
い
た
ご
意
見
や
市
政
上
の
課
題
に
つ
い
て
議
会
が
指
摘
・
提
言
し

た
事
項
を
ま
と
め
、令
和
4
年
度
予
算
に
反
映
さ
れ
る
よ
う
、市
長
に
対
し
提
案
し
ま
し
た
。

　

決
算
の
審
査
を
通
し
て
、
市
が
令
和
2
年
度
に
実
施
し
た
事

業
の
課
題
等
を
整
理
し
、
審
査
結
果
を
ま
と
め
、
本
会
議
で
報

告
し
ま
し
た
。

〈
議
案
第
123
号
〉

令
和
2
年
度
決
算
を
認
定

議
会
か
ら
の
主
な
指
摘
・
要
望
事
項

【
個
別
の
指
摘
・
要
望
事
項
】（
抜
粋
）

○ 

地
域
防
災
力
の
一
層
の
強
化
を
図
る
と
と
も
に
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の

活
用
等
に
よ
る
災
害
時
の
情
報
伝
達
・
収
集
手
段
の
強
化
等

に
よ
り
、
安
全
・
安
心
な
市
民
生
活
を
送
れ
る
ま
ち
の
実
現

を
図
る
こ
と
。

○ 

保
育
の
事
務
手
続
に
関
す
る
※
Ｄ
Ｘ
を
推
進
し
、
現
場
の
負

担
軽
減
及
び
保
育
の
質
向
上
を
図
る
と
と
も
に
、
保
育
士
・

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
支
援
員
等
の
人
材
確
保
に
努
め
る
こ
と
。

○ 

循
環
型
社
会
の
構
築
に
向
け
て
、
市
民
へ
の
啓
発
を
含
め
、

ご
み
の
減
量
化
・
再
資
源
化
の
促
進
を
図
る
こ
と
。

○ 

平
成
30
年
7
月
豪
雨
災
害
の
復
旧
工
事
の
完
了
を
見
据
え
、

こ
れ
ま
で
進
度
調
整
を
行
っ
て
い
た
各
種
事
業
の
遅
れ
を
取

り
戻
せ
る
よ
う
、
積
極
的
に
進
め
て
い
く
こ
と
。

　

こ
れ
ら
の
ほ
か
、
国
・
県
へ
の
財
政
支
援
の
要
望
を
含
め
、

あ
ら
ゆ
る
財
源
の
確
保
に
努
め
、
健
全
で
持
続
可
能
な
財
政
運

営
を
行
う
と
と
も
に
、
人
員
の
確
保
と
柔
軟
か
つ
適
正
な
配
置

に
よ
る
執
行
体
制
の
強
化
、
業
務
の
効
率
化
・
ス
リ
ム
化
に
向

け
た
事
務
事
業
の
見
直
し
に
取
り
組
む
こ
と
。

※ＩＣＴ　　  情報通信技術。パソコンだけでなくスマートフォンやスマートスピーカーなど、様々な形状のコンピューターを使った
情報処理や通信技術の総称。

　ＭａａＳ　　  Mobility as a Serviceの略。都市と地方、高齢者・障がい者等を含むすべての地域、全ての人が多様なモビリティサー
ビスを一元的に予約・利用できるよう目指す取組み。

　ＡＩ　　  人工知能（Artificial Intelligence（アーティフィシャル　インテリジェンス））の略称。人工的につくられた人間のよう
な知能、ないしはそれをつくる技術。

　地域共生プラットフォーム　　  子育て世帯や障がい者等支援を必要とする人達への地域の包括的な支援体制を構築するため、支援員を
配置し、コミュニティ活動の再構築や買い物支援、居場所づくり等に取り組む地域のネットワーク体制。

　ＧＩＧＡスクール構想　　  義務教育を受ける児童生徒に１人１台の学習用端末と高速ネットワーク環境を一体的に整備することで、
最適な学びを実現していく構想。

　ＤＸ　　  デジタルトランスフォーメーションの略。進化したデジタル技術を浸透させることで人々
の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させること。
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令和３年第３回定例会　議案の概要（10月４日議決分）

決
算
特
別
委
員
会
で
の
主
な
質
疑

Ｑ 　

前
年
度
と
比
較
し
て
※

経
常
収
支

比
率
が
下
が
り
財
政
状
況
が
改
善
し

て
い
る
。
市
税
収
入
が
増
え
た
こ
と

が
理
由
と
の
こ
と
だ
が
、
税
収
が
増

え
る
と
地
方
交
付
税
が
減
る
た
め
単

純
に
歳
入
増
と
は
な
ら
な
い
は
ず
。

経
常
収
支
比
率
の
改
善
理
由
は
何
か
。

Ａ 　

地
方
交
付
税
の
減
額
が
あ
っ
た
も

の
の
、
消
費
税
率
の
引
き
上
げ
に
伴

う
地
方
消
費
税
交
付
金
の
上
昇
分
が

通
年
で
交
付
さ
れ
た
こ
と
な
ど
か
ら
、

経
常
一
般
財
源
の
収
入
が
増
加
し
た

た
め
で
あ
る
。

Ｑ 　

住
民
自
治
協
議
会
か
ら
要
望
の

あ
っ
た
防
犯
灯
の
設
置
は
、
令
和
2

年
度
で
全
て
実
施
で
き
た
の
か
。

Ａ 　

防
犯
灯
の
設
置
に
つ
い
て
は
、
間

隔
を
概
ね
100
メ
ー
ト
ル
空
け
る
と
い

う
基
準
を
設
け
て
い
る
。
地
元
要
望

が
あ
っ
た
防
犯
灯
の
う
ち
、
そ
の
基

準
を
満
た
し
た
も
の
に
つ
い
て
は
、

総
務
分
科
会
関
係
分

が
非
常
に
多
く
な
っ
た
。
そ
の
中
で

家
庭
ご
み
の
排
出
量
が
減
少
し
て
い

る
こ
と
を
、
ど
の
よ
う
に
捉
え
て
い

る
か
。

Ａ 　

家
庭
系
可
燃
ご
み
は
大
幅
に
減
少

し
て
い
る
。
市
民
の
皆
様
が
減
量
化

に
取
り
組
ん
で
い
た
だ
い
た
効
果
、

ご
み
袋
有
料
化
の
効
果
が
表
れ
て
い

る
と
認
識
し
て
い
る
。

Ｑ 　

危
険
度
の
高
い
空
き
家
に
対
し
て
、

ど
の
よ
う
な
取
組
み
を
行
っ
た
の
か
。

Ａ 　

危
険
な
空
き
家
の
解
体
に
つ
い
て

は
、
1
件
当
た
り
30
万
円
の
補
助
を

行
っ
た
。
令
和
3
年
度
は
30
万
円
を

50
万
円
に
増
額
し
て
、
危
険
空
き
家

の
除
却
（
解
体
・
撤
去
）
を
進
め
て

い
る
。

建
設
分
科
会
関
係
分

設
置
が
完
了
し
て
い
る
。

Ｑ 　

生
活
保
護
費
の
返
還
金
は
、
ど
う

い
っ
た
内
容
の
不
正
受
給
に
よ
る
も

の
な
の
か
。

Ａ 　

収
入
の
申
告
忘
れ
や
、
故
意
の
収

入
隠
ぺ
い
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。
令

和
2
年
度
の
不
正
受
給
件
数
は
33
件
、

不
正
受
給
額
と
し
て
は
713
万
円
余
で

あ
る
。

Ｑ 　

地
域
人
材
の
Ａ
Ｌ
Ｔ
（
外
国
語
指

導
助
手
）
と
い
う
の
は
具
体
的
に
ど

う
い
っ
た
方
な
の
か
。

Ａ 　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
関
係
で

新
規
の
Ａ
Ｌ
Ｔ
の
来
日
が
遅
れ
た
こ

と
に
よ
っ
て
、
東
広
島
市
内
に
在
住

さ
れ
て
い
る
英
語
の
指
導
経
験
が
あ

る
方
、
外
国
籍
の
方
に
地
域
人
材
の

Ａ
Ｌ
Ｔ
と
し
て
活
動
い
た
だ
い
た
。

Ｑ 　

令
和
2
年
度
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
の
影
響
で
家
庭
で
過
ご
す
時
間

文
教
厚
生
分
科
会
関
係
分

市
民
経
済
分
科
会
関
係
分

本
会
議
で
の
討
論

　  

　
　
平
成
30
年
7
月
豪
雨
災
害
か
ら

の
復
興
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対

策
の
反
省
と
検
証
が
必
要
で
あ
る
。

市
の
政
策
は
給
食
費
の
無
償
化
、
非

正
規
雇
用
の
無
期
雇
用
化
、
Ｃ
Ｏ
2

削
減
、
食
料
自
給
率
の
向
上
に
転
換

さ
れ
る
べ
き
で
あ
り
、
反
対
す
る
。

　  

　
　
令
和
2
年
度
決
算
に
つ
い
て

は
、
平
成
30
年
7
月
豪
雨
災
害
か
ら

の
復
旧
復
興
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染
症
へ
の
対
応
、
そ
し
て
第
五

次
総
合
計
画
初
年
度
の
事
業
展
開
と

い
う
喫
緊
の
課
題
を
解
決
す
る
こ
と

と
、
新
た
な
期
待
を
合
わ
せ
持
っ
た

多
彩
な
側
面
を
持
つ
決
算
で
は
あ
っ

た
が
、
財
務
状
況
は
人
口
増
加
と
活

発
な
事
業
活
動
に
よ
る
市
税
の
15.6
％

増
加
、
経
常
収
支
比
率
88.3
％
と
対
前

年
度
2.9
ポ
イ
ン
ト
も
改
善
さ
れ
て
い

る
。

　

  　

災
害
と
コ
ロ
ナ
と
い
う
二
重
の
要

因
が
絡
み
な
が
ら
、
こ
の
決
算
は
立

派
で
あ
り
、
市
職
員
の
熱
意
と
努
力

を
強
く
感
じ
た
た
め
、
賛
成
す
る
。

反
対

賛
成

※経常収支比率　　  人件費、扶助費、公債費など、毎年度経常的に支出される経費に充当された一
般財源が、地方税、地方交付税を中心とする毎年度経常的に収入される一般財源、
減収補填債特例分及び臨時財政対策債の合計額に占める割合。
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〈
議
案
第
124
号
〉

令
和
2
年
度
市
水
道
事
業
会
計
利
益

の
処
分
を
可
決
し
、
決
算
を
認
定 

し
ま
し
た

水道事業会計

　（収益的収支）　　　　　　　　　　 （資本的収支）

　収入　52億7,422万円　　　　　　　収入　 1億6,136万２千円

　支出　46億1,636万１千円　　　　　支出　10億7,090万８千円

〈水道事業〉

　①安全な飲料水の確保

　　・水質検査業務,管末水質監視業務,水源監視業務 5,551万円

　　・浄水場管理業務、巡回点検業務 1,549万円

　②水道施設の整備・更新・強靭化

　　・管路更新計画（H25～ R6） R2分　１億5,641万円

　　・施設更新計画（H23～ R10） R2分　１億1,561万円

　③水道事業経営の健全化

　　・漏水調査業務 565万円

　　・滞納整理管理業務（民間委託） 3,849万円

決
算
特
別
委
員
会
で
の
主
な
質
疑

Ｑ 　

水
道
施
設
の
整
備
更
新
、
管
路
更

新
計
画
に
基
づ
い
て
耐
震
化
を
さ
れ

て
い
る
と
思
う
が
、
水
道
局
所
有
の

配
水
管
、
個
人
が
敷
設
さ
れ
て
い
る

給
水
管
等
、
ど
の
範
囲
で
更
新
さ
れ

て
い
る
の
か
伺
う
。

Ａ 　

令
和
2
年
度
ま
で
は
配
水
管
に
接

続
し
て
い
る
一
般
家
庭
の
分
岐
先
ま

で
で
あ
っ
た
が
、
令
和
3
年
度
か
ら
、

宅
地
内
に
あ
る
止
水
栓
ま
で
の
給
水

管
の
耐
震
化
に
つ
い
て
、
試
験
的
に

取
り
組
ん
で
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

Ｑ 　

水
道
料
金
の
未
収
金
に
つ
い
て
、

昨
今
の
コ
ロ
ナ
禍
で
水
道
料
金
を
納

付
し
に
く
い
と
い
う
状
況
に
変
化
は

あ
っ
た
の
か
伺
う
。

Ａ 　

昨
年
度
は
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
の
影
響
で
、
水
道
料
金
を
支

払
う
の
が
困
難
な
世
帯
等
が
増
加
し

て
い
る
。
そ
の
た
め
、
本
市
で
は
、

該
当
者
に
つ
い
て
支
払
い
猶
予
の
取

建
設
分
科
会
関
係
分

扱
い
を
し
て
い
る
。
昨
年
度
は
、
延

べ
229
件
、
500
万
円
余
の
未
収
金
を
猶

予
し
て
お
り
、
今
年
度
も
継
続
し
て

い
る
状
況
で
あ
る
。

本
会
議
で
の
討
論

　

  　
　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

対
策
の
ス
テ
イ
ホ
ー
ム
に
よ
り
、水

道
料
金
収
入
が
増
え
た
の
で
あ
れ
ば
、

国
の
臨
時
交
付
金
や
基
金
・
補
助
金

を
活
用
し
、
水
道
料
金
を
引
き
下
げ

て
、市
民
の
暮
ら
し
や
商
い
の
保
障

を
す
べ
き
で
あ
る
。
そ
れ
が
、「
誰
一

人
取
り
残
さ
な
い
」Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
理

念
に
合
致
す
る
と
考
え
、反
対
す
る
。

　

  　
　

水
道
事
業
は
管
路
施
設
の
更
新

や
耐
震
化
、
水
質
管
理
及
び
施
設
の

維
持
管
理
の
徹
底
、
経
営
基
盤
の
強

化
な
ど
多
く
の
課
題
が
あ
る
中
、
計

画
に
基
づ
く
管
路
施
設
の
更
新
を

行
っ
た
。

　

  　

ま
た
漏
水
の
低
減
に
取
り
組
む
と

と
も
に
滞
納
整
理
等
業
務
の
民
間
委

託
を
行
い
収
益
性
が
向
上
し
て
い
る
。

　

  

今
後
も
安
全
で
良
質
な
水
を
安
定

的
に
供
給
さ
れ
る
こ
と
を
期
待
し
、

賛
成
す
る
。

反
対

賛
成
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〈
議
案
第
125
号
〉

令
和
2
年
度
市
下
水
道
事
業
会
計
利

益
の
処
分
を
可
決
し
、
決
算
を
認
定

し
ま
し
た

下水道事業会計

　（収益的収支） （資本的収支）

　収入　51億2,709万円９千円　　　　収入　33億5,699万８千円

　支出　46億157万９千円 支出　49億2,853万４千円

〈下水道事業〉

　①下水道経営の健全化

　　・処理場管理 11億7,490万円

　　・使用料徴収事務委託 8,915万円

　②計画的、効率的な施設の建設と更新

　　・汚水管渠建設工事 5,681万円

　　・処理場等長寿命化対策 7億46万円

　③災害に強い下水道の構築

　　・処理場耐震設計業務 8,900万円

　　・マンホールトイレ設置実施設計業務 1,786万円

決
算
特
別
委
員
会
で
の
主
な
質
疑

Ｑ 　
※

内
水
浸
水
対
策
の
促
進
の
た
め
、

西
条
と
寺
家
の
排
水
区
で
整
備
を
進

め
る
と
の
こ
と
だ
が
、
西
条
排
水
区

で
は
、
西
条
1
号
※

雨
水
幹
線
を
整

備
後
、
枝
線
を
整
備
す
る
計
画
だ
っ

た
と
思
う
が
、
そ
れ
ら
の
整
備
状
況

は
ど
う
か
。

Ａ 　

西
条
1
号
雨
水
幹
線
の
整
備
は
完

了
し
て
い
る
が
、
令
和
2
年
度
は
、

平
成
30
年
7
月
豪
雨
災
害
の
復
旧
工

事
を
優
先
し
た
こ
と
も
あ
り
、
枝
線

等
の
工
事
に
つ
い
て
、
西
条
排
水
区

で
は
行
っ
て
い
な
い
。

Ｑ 　

今
後
、
市
街
地
の
浸
水
対
策
も
大

き
な
課
題
に
な
る
と
思
わ
れ
る
。
浸

水
対
策
の
計
画
が
進
ん
で
く
る
と
、

選
択
と
集
中
に
よ
り
、
こ
の
よ
う
な

事
業
の
拡
充
が
見
込
ま
れ
る
と
考
え

る
が
ど
う
か
。

Ａ 　
※

流
域
治
水
に
関
し
て
、
今
後
予

定
さ
れ
て
い
る
水
防
法
の
改
正
等
を

建
設
分
科
会
関
係
分

勘
案
し
な
が
ら
、
こ
れ
か
ら
検
討
し

て
い
き
た
い
。

本
会
議
で
の
討
論

　  

　
　
議
案
第
124
号
と
同
じ
理
由
で
、

反
対
す
る
。

　
（
議
案
第
124
号
に
つ
い
て
は
、

　

 

4
ペ
ー
ジ
を
ご
参
照
く
だ
さ
い
。）

　  

　
　
下
水
道
事
業
経
営
戦
略
、
下
水

道
未
普
及
解
消
整
備
計
画
、
ス
ト
ッ

ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
計
画
、
雨
水
管
理

総
合
計
画
に
基
づ
き
下
水
道
経
営
の

健
全
化
、
計
画
的
・
効
率
的
な
施
設

の
建
設
と
更
新
、
災
害
に
強
い
下
水

道
の
構
築
を
計
画
的
に
事
業
推
進
し

て
こ
ら
れ
た
。

　

  　

と
り
わ
け
維
持
管
理
費
の
抑
制
、

下
水
道
使
用
料
及
び
受
益
者
負
担

金
・
分
担
金
の
滞
納
整
理
な
ど
に
取

り
組
ま
れ
て
収
益
性
が
向
上
し
、
累

積
黒
字
も
出
す
こ
と
が
で
き
た
。

　

  　

引
き
続
き
サ
ー
ビ
ス
を
安
定
的
に

提
供
し
て
い
く
た
め
経
営
基
盤
の
強

化
と
財
政
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
向
上
を

目
指
す
こ
と
を
期
待
し
、
賛
成
す
る
。

反
対

賛
成

※内水浸水対策　　  雨水排水能力を超える降雨により、雨を河川等の公共の水域に放流できない場合に発生する浸水への対策。
　雨水幹線　　道路側溝などに集まった雨水を河川へ排除するための雨水管。
　流域治水　　  河川管理者が主体となって行う治水対策に加え、反乱域も含めて一つの流域として捉え、

その河川流域全体のあらゆる関係者が協働し、流域全体で水害を軽減させる治水対策のこと。
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市
が
実
施
す
る
急
傾
斜
・
土
砂
災
害
に
関
す
る
事
業
を
進
め
る
際
に
、
市
民
が
負

担
す
る
分
担
金
や
土
砂
災
害
対
応
の
補
助
金
の
額
が
課
題
と
な
っ
て
い
る
た
め
、
見

直
し
や
検
討
を
求
め
る
内
容
の
請
願
を
、
賛
成
多
数
で
採
択
し
ま
し
た
。

〈
請
願
第
1
号
〉

「
急
傾
斜
地
崩
壊
対
策
に
お
け
る
条
例
及
び
制
度
の
改
正
を

 

求
め
る
請
願
」
を
賛
成
多
数
で
採
択
し
ま
し
た

請願事項の内容

１ 　急傾斜地崩壊対策事業における分担金の撤廃もしくはその

割合の低減に向けた見直し

２　急傾斜地崩壊対策事業における円滑な申請手法の検討

３ 　がけ地近接等危険住宅移転事業及び建築物土砂災害対策改

修促進事業に係る補助制度の充実（補助額の増額・要件の拡大）

請
願
の
理
由

　

① 

本
事
業
に
申
請
す
る
場
合
、
分
担

金
の
負
担
に
つ
い
て
、
土
地
所
有

者
（
受
益
者
）
が
複
数
い
る
場
合
、

複
数
の
受
益
者
の
同
意
を
得
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
。

　

② 

受
益
者
が
負
担
す
る
分
担
金
が
高

額
に
な
る
こ
と
か
ら
受
益
者
間
の

調
整
が
困
難
で
や
む
を
得
ず
申
請

自
体
を
断
念
す
る
場
合
が
あ
る
こ

と
。

　

③ 

急
傾
斜
地
の
崩
壊
が
発
生
し
た
場

合
、
個
人
の
財
産
で
対
応
す
る
こ

と
は
非
常
に
困
難
な
状
況
で
あ
る
。

請
願
に
記
載
さ
れ
た
事
業
に
つ
い
て

⑴
急
傾
斜
地
崩
壊
対
策
事
業

　

  　

自
然
が
け
の
急
傾
斜
地
に
対
し
て
、

急
傾
斜
地
の
所
有
者
が
崩
壊
防
止
工

事
を
行
う
こ
と
が
困
難
か
不
適
当
な

場
合
、
県
ま
た
は
市
が
、
擁
壁
工
、

排
水
工
及
び
法
面
工
等
の
急
傾
斜
地

崩
壊
防
止
施
設
の
設
置
や
急
傾
斜
地

の
崩
壊
を
防
止
す
る
工
事
を
行
う
事

業
で
、
受
益
者
が
分
担
金
を
負
担
す

る
。

⑵
が
け
地
近
接
等
危
険
住
宅
移
転
事
業

　

  　

が
け
地
の
崩
壊
等
に
よ
り
住
民
の

生
命
に
危
険
を
及
ぼ
す
恐
れ
の
あ
る

区
域
に
お
い
て
危
険
住
宅
の
移
転
を

行
う
者
に
対
し
て
国
、
県
及
び
市
が

補
助
金
を
交
付
す
る
。

⑶ 

建
築
物
土
砂
災
害
対
策
改
修
促
進
事

業

　
  　

土
砂
災
害
特
別
警
戒
区
域
内
に
建

築
さ
れ
て
い
る
建
築
物
に
つ
い
て
、

建
築
物
の
安
全
性
を
確
保
す
る
た
め

の
改
修
に
必
要
な
費
用
の
一
部
を
補

助
す
る
制
度
。

　

各
事
業
の
詳
細
は
、
市
の
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
等
を
ご
参
照
く
だ
さ
い

建
設
委
員
会
の
審
査
内
容

【
紹
介
議
員
か
ら
の
説
明
】

・ 

近
年
の
異
常
気
象
に
よ
る
災
害
の
頻

発
化
に
よ
り
、
土
砂
災
害
の
発
生
頻

度
が
高
く
な
っ
て
い
る
。

・ 

工
事
費
が
条
例
を
制
定
し
た
7
年

前
と
比
較
し
20
％
上
昇
し
て
お
り
、

年
々
負
担
が
増
え
て
い
る
。

・ 

近
隣
市
で
は
分
担
金
を
徴
収
し
て
い

な
い
事
例
が
あ
る
。

【
紹
介
議
員
へ
の
質
疑
】

Ｑ 　

請
願
者
は
分
担
金
徴
収
条
例
の
廃

止
も
し
く
は
改
正
を
求
め
て
い
る
の

か
。

Ａ 　

そ
の
と
お
り
で
あ
る
。

Ｑ 　

紹
介
議
員
と
し
て
、
本
請
願
に
妥

当
性
や
実
現
性
が
あ
る
と
判
断
し
て

い
る
の
か
。

Ａ 　

分
担
金
を
徴
収
し
て
い
な
い
自
治

体
や
、
徴
収
し
て
い
て
も
本
市
よ
り

分
担
金
の
割
合
が
低
い
自
治
体
が
あ

り
、
妥
当
性
、
実
現
性
は
と
も
に
あ

る
も
の
と
理
解
し
て
い
る
。

請
願
事
項
1
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Ｑ 　

現
行
の
分
担
金
徴
収
条
例
で
は
、

減
免
規
定
が
あ
る
。
そ
の
規
定
で
十

分
な
の
で
は
な
い
か
。

Ａ 　

現
行
の
減
免
規
定
の
対
象
と
な
ら

ず
困
っ
て
い
る
市
民
が
実
際
に
お
ら

れ
る
。
安
全
・
安
心
を
う
た
う
本
市

で
あ
れ
ば
、
こ
う
し
た
市
民
へ
の
配

慮
を
検
討
し
て
も
良
い
の
で
は
な
い

か
と
考
え
る
。

【
委
員
の
意
見
】

・ 

請
願
事
項
の
中
に
、『
急
傾
斜
地
崩

壊
対
策
事
業
に
お
け
る
分
担
金
の
撤

廃
も
し
く
は
そ
の
割
合
の
低
減
』
と

あ
る
が
、
撤
廃
は
制
度
の
趣
旨
か
ら

い
っ
て
で
き
な
い
の
で
は
な
い
か
。

・ 

請
願
の
趣
旨
は
、
分
担
金
の
撤
廃
ま

た
は
そ
の
割
合
を
低
く
し
て
ほ
し
い

と
い
う
も
の
で
あ
る
。
個
人
が
負
担

す
る
金
額
が
高
額
に
な
る
た
め
、
検

討
し
て
い
く
べ
き
と
考
え
る
。

【
紹
介
議
員
か
ら
の
説
明
】

・ 

請
願
の
趣
旨
は
、
現
在
の
急
傾
斜
地

崩
壊
対
策
事
業
に
関
す
る
制
度
で
は
、

当
事
者
間
で
の
協
議
の
難
航
が
予
測

さ
れ
る
の
で
、『
2
戸
以
上
』
と
い

う
申
請
要
件
の
緩
和
を
検
討
し
て
ほ

請
願
事
項
2

し
い
と
い
う
も
の
で
あ
る
。

【
紹
介
議
員
か
ら
の
説
明
】

・ 

本
市
に
『
が
け
地
近
接
等
危
険
住
宅

移
転
事
業
』
及
び
『
建
築
物
土
砂
災

害
対
策
改
修
促
進
事
業
』
の
制
度
が

あ
り
な
が
ら
、
利
用
さ
れ
て
い
る

ケ
ー
ス
が
非
常
に
少
な
い
。
実
際
に
、

市
民
が
『
使
い
た
い
』
と
い
う
補
助

制
度
を
検
討
し
て
い
く
べ
き
だ
と
考

え
る
。

〇
委
員
会
で
の
自
由
討
議

・ 
本
請
願
の
採
決
に
当
た
っ
て
は
、
分

担
金
徴
収
条
例
の
改
正
も
し
く
は
廃

止
に
つ
い
て
、
十
分
な
検
討
が
必
要

で
は
な
い
か
。

・ 

現
行
の
制
度
で
は
カ
バ
ー
し
き
れ
な

い
市
民
が
い
る
。
そ
の
声
を
汲
み
取

る
た
め
に
請
願
が
あ
る
の
で
は
な
い

か
。

〇
委
員
会
で
の
採
決
結
果

　
　

賛
成
多
数
で
採
択
と
決
し
た
。

本
会
議
で
の
討
論

　  

　
　
こ
の
請
願
に
対
す
る
調
査
研
究

が
不
十
分
な
状
態
で
採
決
す
る
こ
と

請
願
事
項
3

反
対

は
拙
速
で
あ
り
、
現
行
の
条
例
で
も

対
応
可
能
か
も
し
れ
な
い
と
い
う
調

査
研
究
が
さ
れ
な
い
中
で
の
採
決
は

残
念
で
あ
る
。

　  

　
　
近
年
、
線
状
降
水
帯
等
、
今
ま

で
あ
ま
り
聞
か
な
か
っ
た
よ
う
な
気

象
状
況
が
発
生
し
て
い
る
。
こ
う
し

た
気
候
変
動
に
対
応
す
る
た
め
、
で

き
る
と
こ
ろ
か
ら
手
を
つ
け
て
い
く

こ
と
が
本
市
の
掲
げ
て
い
る
安
全
・

安
心
な
暮
ら
し
に
寄
与
す
る
と
考
え

て
賛
成
す
る
。

　  

　
　
分
担
金
を
撤
廃
ま
た
は
割
合
を

低
減
し
た
場
合
に
は
、
事
業
が
遅
延

す
る
。
現
行
の
制
度
を
維
持
す
る
と

と
も
に
、
広
島
県
へ
必
要
な
予
算
の

確
保
を
強
く
要
望
す
べ
き
で
あ
る
。

　  

　
　
議
会
と
し
て
は
、
請
願
者
の
願

意
を
認
め
、
行
政
機
関
に
お
け
る
検

討
状
況
や
措
置
内
容
を
注
視
し
今
後

の
あ
る
べ
き
制
度
等
に
つ
い
て
検
討

し
て
い
く
べ
き
と
考
え
賛
成
す
る
。

　  
　
　
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
経
費
は
税
金

で
賄
わ
れ
て
い
る
こ
と
を
基
本
と
し
、

特
定
の
者
が
サ
ー
ビ
ス
に
よ
っ
て
利

益
を
受
け
る
場
合
に
は
、
分
担
金
を

徴
収
で
き
る
。
こ
れ
が
「
受
益
者
負

賛
成

反
対

賛
成

反
対

担
の
原
則
」
で
あ
る
。
近
年
の
自
然

災
害
は
、
災
害
対
応
の
考
え
方
を
見

直
す
必
要
を
生
じ
さ
せ
て
い
る
が
、

こ
の
原
則
の
変
更
を
迫
る
だ
け
の
緊

急
性
、
重
要
性
に
は
乏
し
い
と
考
え
、

反
対
す
る
。

　  

　
　
平
成
30
年
7
月
豪
雨
災
害
か
ら

毎
年
の
よ
う
に
降
雨
に
よ
る
自
然
災

害
が
発
生
し
て
い
る
状
況
で
あ
り
、

条
例
及
び
制
度
の
改
正
は
早
急
に
着

手
す
べ
き
で
あ
る
。

　  

　
　
分
担
金
の
撤
廃
は
受
益
者
の
公

平
性
を
考
え
た
と
き
に
認
め
が
た
い
。

ま
た
、
委
員
会
の
審
査
も
慎
重
に
調

査
、
研
究
、
協
議
が
行
わ
れ
な
か
っ

た
た
め
、
反
対
す
る
。

　  

　
　
行
政
サ
ー
ビ
ス
に
は
、
利
便
性

が
向
上
す
る
も
の
と
命
の
問
題
の
2

種
類
が
あ
る
。
命
の
問
題
に
関
し
て

お
金
で
計
る
こ
と
は
あ
り
え
な
い
。

分
担
金
を
払
え
る
人
と
払
え
な
い
人

と
で
命
が
選
別
さ
れ
る
こ
と
が
あ
っ

て
い
い
の
か
。
負
担
の
公
平
の
議
論

は
命
の
問
題
に
対
し
て
は
ナ
ン
セ
ン

ス
だ
。

賛
成

反
対

賛
成
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〈
委
員
会
提
出
議
案
第
8
号
〉

激
甚
化
す
る
自
然
災
害
へ
の
対
応
と
地
域
の
安
全

安
心
を
確
保
す
る
た
め
の
社
会
資
本
整
備
の
さ
ら

な
る
推
進
を
求
め
る
意
見
書
を
提
出
し
ま
す

建
設
委
員
会
か
ら
の
提
案
理
由

　

本
年
7
月
、
8
月
の
大
雨
で
は
、
3

年
前
の
平
成
30
年
7
月
豪
雨
で
被
災
し
、

復
旧
し
た
箇
所
あ
る
い
は
そ
の
周
辺
が
、

再
度
、
被
災
す
る
と
い
う
事
例
が
、
市

内
各
所
で
発
生
し
て
い
る
。

　

本
市
に
お
い
て
は
約
3
，
8
0
0
か

所
が
土
砂
災
害
警
戒
区
域
に
指
定
さ
れ

て
い
る
中
、
災
害
は
近
年
、
頻
発
・
激

甚
化
し
て
お
り
、
そ
の
対
策
は
喫
緊
の

課
題
で
あ
る
。

　

近
年
の
気
候
変
動
に
よ
る
災
害
リ
ス

ク
の
増
大
に
備
え
、
防
災
・
減
災
、
そ

し
て
国
土
強
靱
化
に
向
け
た
社
会
資
本

整
備
を
進
め
る
必
要
が
あ
る
。

本
会
議
で
の
討
論

　  

　
　
平
成
30
年
7
月
豪
雨
災
害
で
は
、

広
範
な
地
域
に
お
い
て
河
川
の
氾
濫

や
急
傾
斜
地
崩
壊
等
が
多
数
発
生
し
、

多
く
の
人
命
、
財
産
が
失
わ
れ
た
。

こ
れ
ら
の
復
旧
・
復
興
が
完
了
し
て

い
な
い
状
況
で
本
年
7
月
及
び
8
月

の
大
雨
に
よ
り
、
平
成
30
年
の
豪
雨

災
害
の
被
災
箇
所
が
再
度
被
災
す
る

な
ど
、
近
年
の
風
水
害
は
激
甚
化
・

賛
成

頻
発
化
し
て
お
り
、
そ
の
対
策
は
喫

緊
の
課
題
で
あ
る
と
考
え
る
。

　

  　

こ
れ
ら
の
状
況
を
踏
ま
え
、
本
意

見
書
に
は
、
災
害
の
早
期
復
旧
、
復

興
を
図
る
た
め
の
必
要
な
予
算
の
確

保
と
事
業
の
推
進
を
図
る
こ
と
、
ま

た
、
※

請
願
第
1
号
に
も
あ
る
と
お

り
、
急
傾
斜
地
崩
壊
対
策
の
事
業
推

進
及
び
予
算
の
拡
充
な
ど
の
内
容
が

含
ま
れ
て
い
る
。
こ
れ
ら
は
市
民

が
強
く
求
め
て
い
る
内
容
で
あ
り
、

国
・
県
に
対
し
て
市
議
会
と
し
て
も

意
思
表
示
を
す
べ
き
案
件
で
あ
る
と

考
え
、
賛
成
す
る
。

　

豪
雨
で
被
災
し
た
箇
所
を
被
災
前
の
状
況
に
復
旧
さ
せ
る
「
原
形
復
旧
」
で
は
な

く
、
機
能
や
構
造
の
強
化
に
取
り
組
み
、
防
災
・
減
災
が
図
ら
れ
る
よ
う
、
国
・
県

の
予
算
措
置
や
、
広
島
県
も
市
と
連
携
し
な
が
ら
、
急
傾
斜
地
崩
壊
対
策
の
促
進
を

図
る
こ
と
を
求
め
る
意
見
書
を
国
会
・
政
府
及
び
県
に
提
出
す
る
も
の
で
す
。

意見書の要旨
　近年の気候変動による災害リスクの増大に備え、あらゆる関係者
による流域全体で行う治水対策「流域治水」を着実に推進し、防災・
減災、そして国土強靱化に向けた社会資本整備を進めるため、次の
事項について強く要望する。
１ 　近年、気候変動により全国的に頻発する災害の早期復旧・復興
を図るための必要な予算の確保と事業の推進を図ること。
２ 　広域的な河川の氾濫対策のため、堤防整備や利水ダムの活用な
ど流域全体の関係者が協働する流域治水について、十分な財政措
置を講じること。
３ 　災害への対策やインフラの老朽化対策を重点的かつ集中的に取
り組む「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」を
着実に推進すること。
４ 　被災自治体の災害復旧に対する支援の充実強化を図ること。な
お、将来の災害に備え、原形復旧にとどまらず改良復旧を積極的
に推進すること。
５ 　※砂防堰堤等の土砂災害防止施設の整備促進を図るとともに、
急傾斜地崩壊対策事業、がけ地近接等危険住宅移転事業、建築物
土砂災害対策改修促進事業など土砂災害防止対策の充実強化を図
ること。
６ 　広島県においては、国の急傾斜地崩壊対策事業の採択基準を満
たさない小規模な急傾斜地崩壊対策において、事業を着実に推進
するための予算を確保すること。
○送付先
　  衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、内閣官房長官、財務大臣、
国土交通大臣、広島県知事

市議会だより
■発行／東広島市議会
■編集／広報広聴委員会
〒７３９ー８６０１
東広島市西条栄町８番２９号
TEL.０８２ー４２０ー０９６６
FAX.０８２ー４２４ー９４６５
　　　　　　  （議会事務局）

http:/ /www.ci ty.higashihiroshima.lg. jp/shgikai/ index.html

■ ご意見ご感想を
　お寄せください
　市議会だより・東広島市議会
ホームページに関するご意見ご
感想は、東広島市議会事務局
（左記）までお寄せください。

※砂防堰堤　　  河川に設置されるダムの一種。「砂防ダム」と称されることもある。特に土石流による
土砂災害被害の軽減や河床の過度な洗堀を防止することを目的として設置されるダム。

　請願第１号　　６～７ページをご参照ください。


